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(57)【要約】
【課題】従来は（１）高い電波吸収率、（２）低い表面反射率、（３）加工・整形性が高
い、（４）熱伝導率が高い特性を併せ持つ電波吸収材がなかった。そこで、本発明は上記
特性を併せ持つ電波吸収材を提供する。
【解決手段】母材と、電波の散乱材である発泡剤体と、電波の吸収材であるカーボンを含
有する電波吸収体材において、前記母材が低誘電率でありかつ前記発泡体の誘電率が前記
母材の誘電率未満であることを特徴とする電波吸収材とした。また、前記母材の誘電率が
、１．０を超えて２．５９以下であることを特徴とする前記記載の電波吸収材とした。ま
た、前記発泡体の誘電率が、１．０であることを特徴とする前記記載の電波吸収材とした
。また、前記カーボンが、カーボンブラックであることを特徴とする前記記載の電波吸収
材とした。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
母材と、電波の散乱材である発泡剤体と、電波の吸収材であるカーボンを含有する電波吸
収体材において、
前記母材が低誘電率でありかつ前記発泡体の誘電率が前記母材の誘電率未満であることを
特徴とする電波吸収材。
【請求項２】
前記母材の誘電率が、１．０を超えて２．５９以下であることを特徴とする請求項１に記
載の電波吸収材。
【請求項３】
前記発泡体の誘電率が、１．０であることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の電
波吸収材。
【請求項４】
前記カーボンが、カーボンブラックであることを特徴とする請求項１乃至請求項３の何れ
か１項に記載の電波吸収材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、（１）高い電波吸収率、（２）低い表面反射率、（３）加工・整形性が高く
、（４）熱伝導率が高い特性を併せ持つ電波吸収材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の高度情報化社会の発展に伴い、電子機器や設備においては不必要な電波による機
器や設備の誤作動防止のため、電波吸収材は通信機器、家電機器といった電子機器やＥＴ
Ｃ、レーダーといった幅広い分野で使用されている。
【０００３】
　従来の散乱材を用いた電波吸収材は、誘電率の高い散乱材（ＳｉＣ、ガラスビーズ等）
を用いるにより、散乱材内部で電波を散乱、反射及び減衰させ、効率的に電波の散乱吸収
を実現するものであった（特許文献１）。しかし散乱材として用いられる物質、例えばＳ
ｉＣは誘電率が９．６と高いため、表面反射率が上昇することで機器や設備が誤動作する
問題があった。
【０００４】
　一方、表面反射率低減のため電波吸収材としてスポンジを用いる技術もあった（特許文
献２）。しかし、電波吸収率が低いことにより数センチの厚みが必要なため装置のコンパ
クト化が困難である。また加工整形性に乏しく、低温環境下では熱伝導率が低い問題があ
った。
【０００５】
　そのため散乱材を用いた電波吸収材とスポンジを用いた電波吸収材の両方の長所である
、
　（１）高い電波吸収率、
　（２）低い表面反射率、
　（３）加工・整形性が高い、
　（４）熱伝導率が高い、
という特性を兼ね備えた電波吸収材が必要であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１１－６１１６６号公報
【特許文献２】特開２００４－２４７５３２号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
従来は（１）高い電波吸収率、（２）低い表面反射率、（３）加工・整形性が高い、（４
）熱伝導率が高い特性を併せ持つ電波吸収材がなかった。そこで、本発明は上記特性を併
せ持つ電波吸収材を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　母材と吸収材と散乱材を混合して構成される電波吸収材では、従来、母材の誘電率より
高い誘電率を有する散乱材を用いることで多重散乱を生じ電波を吸収してきた。しかし、
本発明者等は鋭意検討した結果、上記課題を解決する方法を見出し、本発明を完成させた
。
【０００９】
　すなわち、
上記の課題を解決するために、本発明は、
　（１）
母材と、電波の散乱材である発泡剤体と、電波の吸収材であるカーボンを含有する電波吸
収体材において、
前記母材が低誘電率でありかつ前記発泡体の誘電率が前記母材の誘電率未満であることを
特徴とする電波吸収材。
　（２）
前記母材の誘電率が、１．０を超えて２．５９以下であることを特徴とする（１）に記載
の電波吸収材。
　（３）
前記発泡体の誘電率が、１．０であることを特徴とする（１）又は（２）に記載の電波吸
収材。
　（４）
前記カーボンが、カーボンブラックであることを特徴とする（１）乃至（３）の何れかに
記載の電波吸収材。
とした。
【００１０】
　上述のように、本発明は、電波の散乱材の誘電率が低い事と、誘電率の低い母材を用い
た事から、電波の高い吸収率と低い表面反射率等を併せ持つ電波吸収材である。以下本発
明について詳細に説明する。
【００１１】
　本発明は、母材と発泡体とカーボンを含有する電波吸収材において、前記母材が低誘電
率でありかつ前記発泡体の誘電率が前記母材の誘電率未満であることを特徴とする電波吸
収材である。
【００１２】
　（母材）
　吸収材を空間に保持するために用いられ母材は特に限定されずエポキシ樹脂、石粉粘土
等が使用できる。とりわけ、母材は、低誘電率とし、望ましくは誘電率が１．０を超えて
２．５９以下であることが好ましく、さらに好ましくは誘電率が１．０を超えて１．９６
以下である。
【００１３】
　（発泡体）
　散乱材として用いる発泡体としては特に限定されず例えばポリエチレン、ポリスチレン
等が使用できるが誘電率が母材の誘電率未満であり、望ましく大気と同じ誘電率の１．０
であることが好ましい。
【００１４】
　（カーボン）
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　吸収材として用いるカーボンは特に限定されずカーボンブラック、黒鉛、カーボンナノ
チューブ等が挙げられる。なかでも、カーボンブラックが好適である。
【００１５】
　本発明の電波吸収材は、さらに詳細には、母材としてＳｔｙｃａｓｔ１０９０、Ｃａｔ
ａｌｙｓｔ９Ｍ（Ｅｍｅｒｓｏｎａｎｄ　Ｃｕｍｉｎｇ社）、カーボンとしてＣａｒｂｏ
ｎｂｌａｃｋ（三菱化学社；三菱カーボンブラック＃１０）、発泡体として発泡ポリスチ
レン（Ｍｏｇｕ社）を表１の質量比（重量％）で配合した。
【００１６】
【表１】

【００１７】
　配合の手順はまず、エポキシ樹脂であるＳｔｙｃａｓｔ１０９０とＣａｔａｌｙｓｔ９
Ｍを混合する。次にカーボンブラックを混合し粘土状になるまで捏ねる。次に、発泡ポリ
スチレンを混合し一様に分布するまで混ぜる。最後に任意の形に整形し、１日安静にして
硬化させる（図１（ａ））。発泡ポリスチレンとカーボンブラックの量を調整する事で透
過率を調整する事が可能である。また、硬化後は加工する事が可能なため任意の形に整形
して用いる事が出来る。
【００１８】
　母材に石粉粘土を用いる場合は、表２の質量比（重量％）で配合する。配合の手順は石
粉粘土にカーボンブラックを混合し粘土状になるまで捏ねた後、発泡ポリスチレンを混合
し一様に分布するまで混ぜる。最後に任意の形に整形し、１日安静にして硬化させる。母
材にＳｔｙｃａｓｔ１０９０、Ｃａｔａｌｙｓｔ９Ｍを用いたのと同様に発泡ポリスチレ
ンの量を調整する事で透過率を調整すること等が可能である。
【００１９】

【表２】

【発明の効果】
【００２０】
（１）電波の多重散乱は散乱材と母材との誘電率の差のみに影響する事に着目し、従来と
異なり母材よりも低い誘電率を持つ電波の散乱材を用いて、電波の多重散乱を起こすこと
で高い電波吸収率（９５％以上）が実現した。
（２）電波領域においては大気と等しい誘電率を持つ発泡体を散乱材として用いることで
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表面反射率の上昇が起こらず、また母材も低誘電率樹脂を採用することでさらに低い表面
反射率（５％以下）が実現した。
（３）母材（樹脂等）と電波の散乱材（発泡体）及び吸収材（カーボン）を混合して構成
されるため加工・整形性が高い。
（４）材質がスポンジでなく樹脂等であるため、熱伝導率の低下も小さく低温環境化でも
冷却が可能な熱伝導率が高い。
【００２１】
　すなわち、
　本発明によれば（１）高い電波吸収率、（２）低い表面反射率、（３）加工・整形性が
高い、（４）熱伝導率が高い特性を併せ持つ電波吸収材を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明と従来の散乱材を用いた固形型電波吸収材の写真及び性能（Ａ）と、誘電
率（Ｂ）の比較表である。
【図２】正反射法の測定装置（Ａ）及び７２ＧＨｚ－１１０ＧＨｚにおける反射率の測定
結果（Ｂ）を示す図である。電波吸収材試料の厚みは、４ｍｍであった。
【図３】透過法の測定装置（Ａ）により測定した石粉粘土＋カーボンに発泡体を加えた発
泡体ありと、発泡体を加えない発泡体なしの透過率のスペクトルの測定結果（Ｂ）を示す
グラフである。
【図４】透過法により測定したエポキシ＋カーボンに発泡体を加えた発泡体ありと、発泡
体を加えない発泡体なしの透過率のスペクトルの測定結果を示すグラフである。
【図５】透過法により測定したミリ波帯の透過率のスペクトルの測定結果を示すグラフで
ある。電波吸収材の母材にはエポキシを使用し、電波吸収材試料の厚みは、４ｍｍであっ
た。
【図６】透過法により測定したテラヘルツ帯の透過率のスペクトルの測定結果を示すグラ
フである。電波吸収材の母材にはエポキシを使用し、電波吸収材試料の厚みは、４ｍｍで
あった。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、添付の図面を参照し、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。なお、本
発明は下記実施例に限定されるものではない。
【実施例１】
【００２４】
　図１に、本発明と従来の散乱材を用いた固形型電波吸収材の写真及び性能（Ａ）と、誘
電率（Ｂ）の比較表を示した。なお、誘電率（Ｂ）は、本発明（ａ）と従来の散乱材を用
いた固形型吸収材（ｂ）について示した。
【００２５】
　図１（Ａ）の（ａ）が、本発明である電波吸収材で、白色が散乱材で発泡体である。電
波吸収材（ａ）は、表１の組成からなる固形型で、母材としてＳｔｙｃａｓｔ１０９０（
Ｅｍｅｒｓｏｎ　ａｎｄ　Ｃｕｍｉｎｇ社、誘電率１．９６の樹脂）等、発泡体として発
泡ポリスチレン（Ｍｏｇｕ社；パウダービーズ、誘電率～１）、カーボンとしてカーボン
ブラックを用いている。
【００２６】
　図1（Ａ）の（ｂ）は、従来の散乱材を用いた固形型吸収材（カリフォルニア大学バー
クレー校；Ｂｅｒｋｅｌｅｙ　Ｂｌａｃｋ）である。電波吸収材（ｂ）は、固形型で、母
材としてエポキシのＳｔｙｃａｓｔ２８５０（Ｅｍｅｒｓｏｎ　ａｎｄ　Ｃｕｍｉｎｇ社
；誘電率４．４の樹脂）を用いており、電波の散乱材としてはガラスビーズ（誘電率｀５
．２）が用いられている。
【００２７】
　図1（Ａ）の（ｃ）は、従来の固形型吸収材（Ｅｍｅｒｓｏｎ　ａｎｄ　Ｃｕｍｉｎｇ
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社；ＣＲ１１２）である。電波吸収材（ｃ）は、固形型で、電波の散乱材および吸収材と
して鉄が用いられている。鉄は、鉄は複素透磁率がマイクロ波よりも高い周波数で減少す
る事から、ミリ波では十分に光を吸収できない。
【００２８】
　図1（Ａ）の（ｄ）は、スポンジ型吸収材（Ｅｍｅｒｓｏｎ　ａｎｄ　Ｃｕｍｉｎｇ社
；ＨＲ２５）である。電波吸収材（ｃ）は、スポンジ状で、表面反射率が低いが、厚く用
いないと電波の吸収率が向上せず、加工・整形性が乏しい。また、熱伝導率が著しく低く
低温環境における標準黒体には向かない。
【００２９】
　次に、図２に示すように、正反射法の測定装置（Ａ）で、７２ＧＨｚ－１１０ＧＨｚ帯
の電波における反射率の測定を行った。測定装置では、反射率は、入射角が３０度になる
ように発信器と受信機を配置して測定した。電波は、各レンズで平行光線に集光した。反
射率の較成は、試料（電波吸収材）の裏側にアルミ板（アルミ鏡）を配置して行った。測
定温度は、３００Ｋとした。なお、測定結果は、７２ＧＨｚ－１１０ＧＨｚ帯の電波の重
み付き平均値と誤差（％）として求めた。
【００３０】
　反射率の測定の結果（Ｂ）、本発明の反射率は、従来の電波吸収材に比べ極めて小さく
、約２％程度であった。
【００３１】
　次に、図３に示すように、粉粘土＋カーボンに発泡体を加えた表２の組成及び表２の組
成物から発泡体を除いた試料（電波吸収材）の透過率の測定を行った。測定装置は、図３
（Ａ）に示すように、従来の測定装置を改変して行った。発信器か発生した電波は、レン
ズで平行光線に集光される。測定温度は３００Ｋであった。測定可能範囲は、７２ＧＨｚ
－１６００ＧＨｚである。なお、他の透過率測定にも図３（Ａ）の測定装置を用いた。
【００３２】
　透過率の測定の結果（Ｂ）、各周波数帯の電波（横軸）において、発泡体ありの本発明
の電波吸収材の透過率（縦軸）は、試験したいずれの周波数帯の電波でも、発泡体なしの
場合より小さい。このことから、発泡体、さらに本発明の電波吸収材は、極めて高い電波
吸収性を有することが分かる。
【００３３】
　次に、図４に示すように、カーボンを加えたエポキシ樹脂の母材に、さらに発泡体（発
泡ポリスチレン）を加えた発泡体ありと、発泡体を加えない発泡体なしの試料（電波吸収
材）の透過率の測定を行った。
【００３４】
　透過率の測定の結果、各周波数帯の電波（横軸）において、発泡体ありの本発明の電波
吸収材の透過率（縦軸）は、試験したいずれの周波数帯の電波でも、発泡体なしの場合よ
り小さい。このことから、発泡体、さらに本発明の電波吸収材は、極めて高い電波吸収性
を有することが分かる。
【００３５】
　次に、図１（Ａ）に示す、本発明である電波吸収材（ａ）及び従来の電波吸収材（ｂ）
、（ｃ）について、ミリ波帯の透過率の測定を行った。その結果を図５に示す。
【００３６】
　図５に示すように、測定範囲７０ＧＨｚ－１６０ＧＨｚの電波帯において、試験したい
ずれの周波数帯（横軸）の電波でも、本発明の電波吸収材（ａ）の透過率（縦軸）は、従
来の電波吸収材（ｂ）（ｃ）に比べ透過率は極めて小さいか同等であった。
【００３７】
　次に、図１（Ａ）に示す、本発明である電波吸収材（ａ）及び従来の電波吸収材（ｂ）
、（ｃ）について、テラヘルツ帯の透過率の測定を行った。その結果を図６に示す。
【００３８】
　図６に示すように、測定範囲１５０ＧＨｚ－１５００ＧＨｚの電波帯において、試験し



(7) JP 2016-171113 A 2016.9.23

10

20

たいずれの周波数帯（横軸）の電波でも、本発明の電波吸収材（ａ）の透過率（縦軸）は
、従来の電波吸収材（ｂ）（ｃ）に比べ透過率は極めて小さいか同等であった。図５の結
果も含め、本発明である電波吸収材は、４ｍｍの厚みで、７０ＧＨｚ－１５００ＧＨｚの
範囲において、透過率が極めて低い。即ち、電波吸収率が極めて高い。
【００３９】
　上記測定結果から、本発明である電波吸収材は、従来にない、（１）高い電波吸収率、
（２）低い表面反射率であることが理解できる。さらに、本発明である電波吸収材は、粘
度状を経て成形されるため任意形状に成形可能で、また母材がスポンジ状でなく樹脂又は
石粉粘度であるので、（３）加工・整形性が高く、（４）熱伝導率が高い特性を併せ持つ
電波吸収材である。
【産業上の利用可能性】
【００４０】
（１）
　従来と比較して、本発明である電波吸収材は、表面反射率が低く吸収率が高いため、よ
り精度の高い電波観測、精度の高い自動車の衝突防止システム、空港の手荷物検査技術、
及びＥＴＣ通信技術などが可能となる。
　また、本発明である電波吸収材は、表面反射が小さい事により誤検出を防ぐ事ことがで
き、従来を超える防犯・防災性能をもった装置の開発が可能になる。
　さらに、本発明である電波吸収材において、例えば発泡ポリスチレンの配合比を調節す
る事で、透過波を段階的に抑制することができ、回折を抑制する事が可能になるため、回
折限界を超えない範囲で、用途に応じた分解能のビームを得る事が可能になり、自動車の
衝突防止技術や空港の手荷物検査技術等においては指向性と分解能を調節する事で誤作動
を防止し、より性能を向上させる事が可能となる。
【００４１】
（２）
　本発明である電波吸収材は、厚さは２ｍｍ以上で十分な性能を発揮でき、用途に応じた
大きさの電波吸収材の加工・整形できるため、既存の電波吸収材と取り替えが可能であり
、また従来よりも電波吸収性能の向上が見込まれる。
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【図５】 【図６】
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